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大阪府堺市は、2006 年（平成 18）４月に全国 15 番目の政令指定都市に移行した。2009 年 10
月には、10 年４月に神奈川県相模原市が政令指定都市へ移行することが閣議決定された。その
他、熊本市が 2012 年の政令指定都市移行を目標として市町村合併を進めており、これが実現す
ると、政令指定都市は全国で 20 都市となる（表１参照） 
 
表１ 政令指定都市の基礎データ 
  政令指定都市 人口 面積 人口密度 
  への移行年月 （千人） （㎢） （人/㎢） 
横浜市 1956 年 9 月 3,586  437  8,198  
名古屋市 1956 年 9 月 2,165  326  6,631  
京都市 1956 年 9 月 1,388  828  1,676  
大阪市 1956 年 9 月 2,517  222  11,320  
神戸市 1956 年 9 月 1,505  552  2,726  
北九州市 1963 年 4 月 983  488  2,015  
札幌市 1972 年 4 月 1,880  1,121  1,677  
川崎市 1972 年 4 月 1,341  143  9,396  
福岡市 1972 年 4 月 1,375  341  4,032  
広島市 1980 年 4 月 1,149  905  1,270  
仙台市 1989 年 4 月 1,004  784  1,281  
千葉市 1992 年 4 月 918  272  3,373  
さいたま市 2003 年 4 月 1,188  217  5,464  
静岡市 2005 年 4 月 711  1,389  512  
堺市 2006 年 4 月 834  150  5,558  
新潟市 2007 年 4 月 803  726  1,107  
浜松市 2007 年 4 月 790  1,511  523  
岡山市 2009 年 4 月 686  790  868  
相模原市 2010 年 4 月 691  329  2,102  
熊本市 2012 年（目標） 663  267  2,480  
注：人口と面積は 2008 年 10 月１日現在。 
出所：「日本国勢図絵」2009/10 年版。 




横浜市大都市制度検討委員会は、2005 年に移行した静岡市までの 14 の政令指定都市を都市
の規模・能力を示す指標（総人口、市内総生産、従業者数など）と中枢性を示す指標（昼夜間
人口比率、資本金１億円以上の企業数、研究機関数等）で総合評価（平均＝100）した 1）。二つ
の指標とも 100 を大幅に上回っているのが大阪市、名古屋市、横浜市の３都市（A 型と呼ぶ）
であり、おおむね 100 となっているのが札幌市、京都市、神戸市、福岡市の４都市（B 型と呼










済成長期（以下、安定成長期への移行期である 1970 年代前半を含む）には、1965 年の 483,841
人から 1970 年 616,558 人、1975 年 777,009 人と順調に増加した 2）。安定成長期に入ると増加の
テンポは鈍化したが、1980 年 839,421 人、1985 年 852,864 人と増加を続けた。1985～1990 年に
は旧美原町は 34,593 人から 37,134 人に増加を続けたが、旧堺市が 818,271 人から 807,765 人へ
の減少に転じ、1990 年には 844,899 人となった。1990～1995 年には旧美原町の人口が横ばいに
転じた結果、1995 年には 840,384 人となり、2000 年には 829,636 人で減少幅を拡大した。美原












発面積 1,557 ㏊（うち堺市域 1,511 ㏊）、計画人口 18 万人で 1965 年 12 月～1983 年３月の 17 年
３ケ月を事業期間とするものであった 3）。 
自然増加数の拡大と相俟って、年平均で 1960 年代後半には社会増加数 16,156 人、人口増加






堺市の人口移動をみると、1970 年代後半には年平均で社会増加数は 4,046 人に急減した。1980
年代前半には 4,596 人の社会減（転出超過）に転じ、1980 年代後半には社会減少数は 6,074 人




     単位：人 
  人口増減数 自然増加数 社会増加数     
        転入数 転出数 
1965-1969 26,405  6,833  16,156  55,998  39,842  
1970-1974 32,393  12,169  18,830  66,491  47,661  
1975-1979 15,121  11,075  4,046  53,144  49,098  
1980-1984 2,857  7,453  -4,596  40,408  44,404  
1985-1989 -1,159  4,915  -6,074  33,923  39,997  
1990-1994 -1,868  3,523  -5,392  33,633  39,025  
1995-1999 -1,363  2,874  -4,237  34,807  38,985  
2000-2004 330  2,234  -1,904  33,863  35,767  
2005-2007 1,688  1,272  416  30,591  30,177  
注：資料では 1971 年まで自然増加数と社会増加数の合計が人口増加数と一致しない。 
出所：堺市ホームページ。 
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ができず、人口減少（年平均 1,159 人）に転じた。 
転出数は 1980 年代には減少に転じた。従って社会減は転入数の大幅な減少によって生じてい





た。2000 年代前半に入ると、年平均の転出数が 1990 年代後半の 38,985 人から 35,767 人に３,000
人以上も縮小したことにより、社会減少数は 4,237 人から 1,904 人に急減した。2005～2007 年
には小幅ながらも年平均 416 人の社会増に転じた。人口移動の変化を反映して、人口は 2000





  人口 
  常住人口 流出人口 流入人口 流出入超過 昼間人口 昼夜間 
  （夜間人口）   人口  人口比率 
1970 年 594,367 109,714  73,295 -36,419 557,948  93.9  
1975 年 750,688 150,761  83,603 -67,158 683,530  91.1  
1980 年 809,145 170,400  91,659 -78,741 730,404  90.3  
1985 年 817,831 183,268  102,796 -80,472 737,359  90.2  
1990 年 806,622 200,400  117,440 -83,004 723,618  89.7  
1995 年 801,314 206,584  117,541 -89,043 712,271  88.9  
2000 年 790,499 176,061  115,798 -60,263 730,236  92.4  
2005 年 825,638 176,168  122,110 -54,058 771,580  93.5  
 就業人口 
 常 住 通勤による 通勤による 通勤による 昼 間 昼夜間就業 
 就業人口 流出数 流入数 流出入超過数 就業人口 人口比率 
１９７５ 318,251 131,059  69,607 -61,452 256,799  85.7  
１９８０ 342,236 146,846  76,781 -70,065 272,171  79.5  
１９８５ 355,903 155,511  85,988 -69,523 286,380  80.5  
１９９０ 376,650 168,322  96,747 -71,575 305,075  81.0  
１９９５ 389,468 176,540  101,683 -74,857 314,611  80.8  
２０００ 364,071 154,026  101,609 -52,417 311,654  85.6  
２００５ 370,147 154,881  108,039 -46,842 323,305  87.3  
出所：堺市ホームページ。 






1970 年以降の人口流動の推移をみると、通勤・通学による流入人口と流出人口は 1995 年ま
でともに増加したが、流出超過数は 1995 年まで拡大を続けた（表３参照）。そこで昼夜間人口
比率は大都市でありながらも 100％を下回り、1970 年の 93.9％から 1995 年の 88.9％まで一貫
して低下した。2000 年代に入ると、流出人口が減少に転じるとともに、流入人口が増加し、流
出超過数も縮小に転じた。昼夜間人口比率は上昇に転じ、2005 年には 93.5％と高度経済成長期
の 1970 年の比率を回復した。 
就業人口の通勤による流動をみても、流出数と流入数は通学者を含めた人口流動と同じ動き






常住地ベースで 15 歳以上の就業者の産業別構成をみると、1970～1990 年の 20 年間に第２次
産業比率は 45.9％から 34.4％へ 20 ポイント以上も低下した半面、第３次産業比率は 44.2％か
ら 63.2％へ 20 ポイント弱上昇し、就業構造レベルのサービス経済化が急速に進行した。1990




















済成長期の 1969～1970年の 8万８千人前後をピークとして、２度の石油危機を契機として 1980
年の６万８千人まで約２万人も急減した。その後、バブル期の 1990 年までは６万６千人から７
万１千人の間で推移したが、バブル崩壊後の経済の長期停滞と製造現場の海外移転により、1995
表４ 昼夜間就業構造－2005 年－ 
  従業地ベース 常住地ベース 就業人口の流動（人） 
  実数（人） 構成比（％） 実数（人） 構成比（％） 流入 流出 流出入超過 
就業者総数 323,305  100.0  370,147 100.0 108,039 154,881 -46,842  
第１次産業 1,952  0.6  1,971 0.5 126 145 -19  
第２次産業 92,846  28.7  94,927 25.6 34,663 36,744 -2,081  
 建設業 30,834  9.5  32,228 8.7 10,263 11,657 -1,394  
 製造業 62,004  19.2  62,691 16.9 24,394 25,081 -687  
第３次産業 215,086  66.5  258,927 70.0 71,820 115,661 -43,841  
 電気業等 1,916  0.6  1,960 0.5 1,219 1,263 -44  
 情報通信業 2,658  0.8  7,996 2.2 1,214 6,552 -5,338  
 運輸業 20,016  6.2  21,980 5.9 8,635 10,599 -1,964  
 卸売・小売業 60,469  18.7  73,569 19.9 18,850 31,950 -13,100  
 金融・保険業 6,877  2.1  9,844 2.7 3,338 6,305 -2,967  
 不動産業 5,536  1.7  7,097 1.9 1,393 2,954 -1,561  
 飲食店・宿泊業 15,341  4.7  17,657 4.8 2,857 5,173 -2,316  
 医療・福祉 35,877  11.1  37,910 10.2 10,232 12,265 -2,033  
 教育・学習支援業 15,551  4.8  16,525 4.5 6,532 7,506 -974  
 複合サービス事業 2,300  0.7  2,975 0.8 849 1,524 -675  
 サービス業 40,737  12.6  51,815 14.0 12,547 23,625 -11,078  
 公務 7,808  2.4  9,599 2.6 4,154 5,945 -1,791  
注：１）就業者総数には分類不能の産業が含まれる。 
  ２）サービス業と公務は他に分類されないもの。 
  ３）第２次産業には鉱業が含まれる。 
出所：大都市統計協議会「大都市比較統計表」2009 年。 
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年６万１千人、2000 年５万２千人、2004 年４万３千人と減少し、ピーク時の 1/2 以下に縮減し












推移した。2006 年には製造品出荷額等が 1990 年水準を回復したが、顕著に増加したのは素材
型重化学工業であり、構成比は 59.2％に高まった。石油製品等製造業は 2000 年の 24.7％から
 
表５ 製造品出荷額等の業種別内訳 
  実数（万円） 構成比（％） 
  1990 1995 2000 2006 1990 1995 2000 2006 
製造業計 27,232 23,074 22,355 27,372 100.0 100.0 100.0 100.0 
重化学工業 23,399 19,787 18,989 24,105 85.9 85.8 84.9 88.2 
 素材型 14,001 11,235 11,203 16,200 51.4 48.7 50.1 59.2 
  化学工業 2,538 2,041 1,686 1,820 9.3 8.8 7.5 6.7 
  石油製品等製造業 4,321 4,072 5,516 9,029 15.9 17.6 24.7 33.0 
  鉄鋼業 5,419 3,943 2,985 4,031 19.9 17.1 13.4 14.7 
  非鉄金属製造業 1,723 1,179 1,016 1,320 6.3 5.1 4.5 4.8 
 加工組立型 9,398 8,552 7,786 7,905 34.5 37.1 34.8 28.9 
  金属製品製造業 2,292 2,172 1,932 1,938 8.4 9.4 8.6 7.1 
  一般機器製造業 3,856 3,445 3,464 4,399 14.2 14.9 15.5 16.1 
  電気機器・電子部品製造業 493 398 471 578 1.8 1.7 2.1 2.1 
  輸送機器製造業 2,357 1,992 1,357 949 8.7 8.6 6.1 3.5 
  精密機器等製造業 400 545 562 41 1.5 2.4 2.5 0.1 
軽工業等 3,833 3,287 3,366 3,237 14.1 14.2 15.1 11.8 
注：従業者４人以上の事業所のデータ。 
出所：「工業統計表：市町村編」。 




















堺市も 2005 年４月に堺市企業立地促進条例を施行した 7）。対象事業は製造業、情報通信業、
運輸業等で、優遇内容は固定資産税（家屋、償却資産）、都市計画税（家屋）及び事業所税の不
均一課税で投資額 600 億円以上は 4/5 軽減（10 年間）、投資額 300～600 億円は 2/3 軽減、投資
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シャープは堺浜への新工場建設を正式に発表した。シャープが工場立地を決めた堺浜は新日鐡






近接が第２位（55.3％）で、優遇制度は 23.1％にすぎない 8）。 
その後、シャープの堺工場（127 万㎡）は、世界最大の第 10 世代液晶パネル工場と世界最大
規模の太陽電池工場という構成に変更され、大日本印刷、凸版印刷、旭硝子など関連企業 17




大約１万人（うち市内分 6,000 人）と試算している 9）。この試算については、外部労働者の賃
金を社員（正規労働者）と同額にしていて、過大評価であるという批判がでている 10）。正確な


















































  人口 就業人口（2005 年） 
  社会増減数 社会増減率 昼夜間人口 従業地 流入 流出 流入超過 常住地 流入超過率 昼夜間就業 
  （人） （％） 比率（％） ベース(人） （人） (人） （人） ベース（人） （％） 人口比率（％） 
横浜市 11,820  0.33 90.4 1,429,149 345,411 653,121 -307,710 1,736,859 -21.5  82.3  
名古屋市 5,140  0.23 114.7 1,361,680 441,670 170,370 271,300 1,090,380 19.9  124.9  
京都市 -963  -0.07 108.4 766,630 180,582 102,220 78,362 688,268 10.2  111.4  
大阪市 7,064  0.28 138.0 2,090,218 1,143,792 206,422 937,370 1,159,848 44.8  180.2  
神戸市 2,877  0.19 101.8 680,643 170,378 157,036 13,342 667,601 2.0  102.0  
北九州市 -1,394  -0.14 102.8 458,212 65,365 43,995 21,370 436,942 4.7  104.9  
札幌市 2,971  0.16 100.9 856,318 71,621 55,935 15,686 840,632 1.8  101.9  
川崎市 11,413  0.85 87.1 553,398 208,932 352,543 -143,611 697,009 -26.0  79.4  
福岡市 4,895  0.36 113.4 798,752 216,534 66,614 149,920 648,832 18.8  123.1  
広島市 885  0.08 102.6 584,609 78,884 57,976 20,908 563,701 3.6  103.7  
仙台市 -391  0.00 107.7 522,328 106,132 47,270 58,862 463,446 11.3  112.7  
千葉市 6,682  0.72 97.2 403,035 149,332 431,779 -28,744 431,779 -7.1  93.3  
さいたま市 5,736  0.48 91.9 486,389 181,516 271,702 -90,186 576,575 -18.5  84.4  
静岡市 -744  -0.10 103.8 380,079 44,374 25,107 19,267 360,812 5.1  105.3  
堺市 294  0.04 93.5 326,305 108,039 154,881 -46,842 370,147 -14.4  88.2  
新潟市 -567  -0.07 102.4 397,057 43,031 30,938 12093 384964 3.0  103.1  
浜松市 923  0.12 100.7 426,446 39,945 37,286 2,659 423,787 0.6  100.6  
岡山市 490  0.07 107.8 347,243 68,087 38,815 29,278 317,971 8.4  109.2  
相模原市 1,907  0.28 87..3 237,037 70,446 140,698 -70,252 303,289 -29.6  78.2  
熊本市 -12 0.00 106.1 331,639 59,048 42,050 16,998 314,614 5.1  105.4  
  就業構造-常住地ベース、2005 年ー（％） 就業構造-従業地ベース 2005 年ー（％） 製造品出荷 年間小売販 
  第１次産業 第２次産業   第３次産業 第１次産業 第２次産業   第３次産業 額等（十億円） 売額（十億円） 
      製造業       製造業    2006 年 2006 年度 
横浜市 0.5  21.8 13.6 74.8  0.6 21.5 12.3 74.8 4,889  9,311  
名古屋市 0.3  25.0 16.7 72.5  0.2 22.4 13.8 75.5 3,878  27,863  
京都市 0.9  22.6 16.1 73.2  0.8 22.1 15.8 74.1 2,251  5,650  
大阪市 0.1  25.0 14.7 72.9  0.1 22.0 14.7 76.2 4,013  45,652  
神戸市 0.8  20.2 13.5 76.1  0.8 19.8 13.0 76.6 2,661  14,592  
北九州市 0.9  24.9 14.5 72.2  0.8 24.5 14.0 72.7 1,935  3,079  
札幌市 0.4  15.9 5.8 80.4  0.4 15.5 10.2 80.9 510  10,027  
川崎市 0.4  21.0 13.1 71.5  0.5 25.2 16.6 65.9 4,476  3,040  
福岡市 0.8  14.5 8.8 81.6  0.6 14.4 8.8 82.3 591  13,522  
広島市 1.3  22.0 12.2 74.5  1.2 20.7 10.7 76.0 2,224  8,033  
仙台市 1.1  15.3 6.3 81.6  1.0 15.5 5.7 81.8 997  7,837  
千葉市 0.8  19.2 10.9 76.4  0.9 17.4 8.5 78.2 1,091  3,291  
さいたま市 1.0  21.3 10.8 74.6  1.0 19.4 10.8 76.2 894  4,069  
静岡市 3.3  27.5 17.4 67.7  3.2 26.0 16.3 69.4 1,644  3,305  
堺市 0.5  25.6 19.2 70.0  0.6 28.7 19.2 66.5 2,734  1,704  
新潟市 4.5  22.8 12.6 71.3  4.3 22.5 10.5 71.8 950  3,698  
浜松市 4.8  37.0 29.0 56.7  4.8 35.1 26.8 58.6 2,850  2,773  
岡山市 3.4  22.7 13.1 72.1  3.6 3.0 21.6 12.0 966  3,024  
相模原市 0.5 27.1 18.7 69.4 0.7 28.8 19.6 67.2 1,500  1,302  
熊本市 3.4 16.6 8.5 77.5 3.4 16.6 8.5 77.5 293  2,431  
注：１）社会増減数は 2008 年（岡山市、相模原市、熊本市は 2008 年度）。社会増減率は社会増減数の人口 
   （2008 年 10 月 1 日現在、岡山市、相模原市、熊本市は 2009 年３月 31 日現在）に対する比率。 
  ２）就業者の流入超過比率は流入超過数の従業地ベースの就業者数に対する比率。 
  ３）就業構造の産業別内訳には上記以外に「分類不能の産業」を含む。 
出所：「住民基本台帳人口移動報告年報」2008 年、「国勢調査報告」2005 年、矢野恒太郎記念会編「データ
でみる県勢」2009 年。 









第４に個人所得水準（人口１人当たり個人住民税・所得割対象所得、2007 年度）は 139 万円
で 20 都市の中で５番目に低く、全国市区町村平均（149 万円）を下回っている 11）。政令指定都
市の所得水準は高くはない。上位 50 以内に入っているのは、川崎市（203 万円、38 位）と横浜
市（202 万円、39 位）の２市だけである。上位 10 市に入っているのは東京特別区（港区-609
万円-、千代田区-513 万円-、渋谷区 449 万円）である。関西圏では上位 50 位以内に芦屋市（282
















1947 年制定の地方自治法では、人口 50 万人以上の市について、都道府県の区域外とする特
別市の法律による指定を定めたが、この指定にあたっては憲法第 95 条に基づいて「その地方公
共団体の住民の投票」を必要とした。特に豊かな税源を特別市に抜き取られた後に財源の枯渇
－ 16 － 
に見舞われる府県は、特別市の独立に強く反対した。国は、戦前の府県知事官選制に替わる中
央集権システムの中核を府県に対する機関委任事務と国庫支出金としたから、府県の利害を優



























では人口 100 万人以上が基準となっており、人口 80 万人以上でかつ将来 100 万人への増加が見
込まれる（福岡市、札幌市）というのが最低基準とされてきた。 
2000 年（平成 12）４月、市町村合併特例改正法（10 年間の時限立法）が施行され、地方交






あったが、人口 80 万人の最低基準をクリアするのも不可能であり、1999 年 11 月に両市の市長
は人口要件を 70 万人台へ緩和するように国に要望した 16）。 
2001 年８月、国は「市町村合併推進プラン」を作成したが、その一環として「政令指定都市
の指定基準の弾力化」が盛り込まれた。事実、2005 年４月に静岡市は 70 万人台の人口で政令
指定都市に移行した。「市町村合併推進プラン」以降政令指定都市に移行した６市のうち人口が
100 万人を超えていたのはさいたま市のみであり、堺市、浜松市、新潟市は 80 万人を超えてい
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2005 年８月には総務大臣へ政令指定都市実現について要望し、同年８月に政令指定都市への
移行が閣議決定されるとともに、堺市を指定都市に指定する政令が公布された。翌 2006 年４月





堺市の普通会計歳入規模の対前年度伸び率は、政令指定都市に移行した 2006 年度には 6.0％
の高さを示したが、2007 年度には 2.9％に低下している（表７）。2006 年度には、軽油引取税





  実数(百万円） 構成比(％） 
  2005 年度 2006 年度 2007 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 
歳入合計 268,866 284,977 293,119 100.0 100.0 100.0 
うち地方税 120,252 122,702 132,571 44.7 43.1 45.2 
  うち市町村民税個人分 35,458 38,539 44,397 ［29.5］ ［31.4］ ［33.5］ 
    市町村民税法人分 11,415 12,759 14,856 ［ 9.5］ ［10.4］ ［11.2］ 
   固定資産税 53,545 51,655 53,529 ［44.5］ ［42.1］ ［40.4］ 
   市町村たばこ税 5,565 5,727 5,676 ［ 4.6］ ［ 4.7］ ［ 4.3］ 
   都市計画税 10,433 9,963 10,152 ［ 8.7］ ［ 8.1］ ［ 7.7］ 
  地方譲与税 5,063 7,829 2,689 1.9 2.7 0.9 
  自動車取得税交付金 1,927 2,472 2,269 0.7 0.9 0.8 
  軽油引取税交付金 - 7,163 7,120 - 2.5 4.1 
  地方交付税 28,640 27,770 26,661 10.7 9.7 9.1 
   うち普通交付税 27,490 26,716 25,736 10.2 9.3 8.8 
      基準財政需要額 123,887 135,176 135,576       
     基準財政収入額 96,841 108,526 110,234       
  国庫支出金 45,418 45,604 48,252 16.9 16.0 16.5 
  諸収入 7,153 9,896 10,888 2.7 3.5 3.7 
  地方債 19,340 21,866 21,797 7.2 7.7 7.4 
注：１）［  ］内は地方税における構成比。 
  ２）基準財政需要額と基準財政収入額は普通交付税の算出基礎。 
出所：「市町村決算状況調」2005～2007 年度版。 
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与税は 27億円と前年度の 1/3に縮小している。いずれにしても 2006年度における歳入増加は、
政令指定都市移行に伴う財源上の特例措置に支えられている。 





113 億円しか増加していない。一方、基準財政収入額の増加額は 117 億円で基準財政需要額の















10 年間で累計約 170 億円、11 年目から 10 年間累計では約 450 億円になるとしている 20）。 
2008 年４月 17 日に堺市が発表したシャープほか５社の税収効果では、不均一課税が適用さ
れる 2010～2019 年累計では、本来の税収は 321 億円、８割軽減による税収は 76 億円（うち固
定資産税 57 億円、都市計画税 4 億円、事業所税 15 億円）、差し引き軽減額は 245 億円（年平均
24.5 億円）に達する。留意すべきことは、普通交付税の算定に際して、基準財政収入額には８
割軽減による税収ではなく、本来の税収の 75％が算入されることである。10 年間で基準財政収
入額は 57 億円（76 億円の 75％）しか増加しないのに、241 億円（321 億円の 75％）増加した
ものとして算定され、普通交付税は市税増加額を上回る規模で減額される 21）。企業立地に対す









定都市に移行した 2006 年度に歳出総額は前年度比で 6.0％増加したが、2007 年度には増加率は
2.1％に低下した。性質別でみると、構成比を高めたのは大半が普通建設事業費の投資的経費で
あり、2006 年度には補助事業費と単独事業費、2007 年度には単独事業費が構成比を高めた。 
目的別にみると、土木費、特に産業インフラ整備としての性格が色濃い道路整備への傾斜が
目につく。道路橋りょう費と街路費（都市計画費に含まれる）の合計の構成比は、2005 年度の




  実数(百万円） 構成比(％） 
  2005 年度 2006 年度 2007 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 
歳出合計 268,866 284,977 290,889 100.0 100.0 100.0 
義務的経費 147,285 151,630 156,785 54.8 53.2 53.9 
 人件費 51,468 50,216 50,725 19.1 17.6 17.4 
 扶助費 66,205 71,484 75,047 24.6 25.1 25.8 
 公債費 29,612 29,930 31,013 11.0 10.5 10.7 
投資的経費 25,935 30,743 30,880 9.6 10.8 10.6 
 うち普通建設事業 25,926 30,743 30,865 9.6 10.8 10.6 
   補助事業 9,237 11,373 4,931 3.4 4.0 1.7 
   単独事業 16,539 18,568 22,298 6.2 6.5 7.7 
その他の経費 95,646 102,604 103,224 35.6 36.0 35.5 
  物件費 33,822 33,253 34,188 12.6 11.7 11.8 
  維持補修費 1,557 1,772 1,952 0.6 0.6 0.7 
  補助費等 33,166 36,799 37,923 12.3 12.9 13.0 
  繰出金 19,218 18,333 19,369 7.1 6.4 6.7 
  積立金 3,454 4,509 738 1.3 1.6 0.3 
  投資・出資・貸付金 4,431 7,937 9,053 1.6 2.8 3.1 
出所：「市町村決算状況調」2005～2007 年度版。 








  実数(百万円） 構成比(％） 
  2005 年度 2006 年度 2007 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 
歳出合計 268,866 284,977 290,889 100.0 100.0 100.0 
総務費 28,257 28,409 31,232 10.5 10.0 10.7 
民生費 101,201 104,883 110,277 37.6 36.8 37.9 
 うち社会福祉費 19,146 18,907 21,521 7.1 6.6 7.4 
   老人福祉費 16,022 15,523 15,811 6.0 5.4 5.4 
   児童福祉費 30,282 33,543 35,779 11.3 11.8 12.3 
   生活保護費 35,748 36,909 37,163 13.3 13.0 12.8 
衛生費 25,567 27,252 26,991 9.5 9.6 9.3 
土木費 38,758 46,494 44,405 14.4 16.3 15.3 
 うち道路橋りょう費 5,673 9,757 11,566 2.1 3.4 4.0 
   都市計画費 26,501 31,777 28,161 9.9 11.2 9.7 
    街路費 2,443 4,210 6,579 0.9 1.5 2.3 
    公園費 6,490 7,225 4,270 2.4 2.5 1.5 
    下水道費 10,416 10,471 10,413 3.9 3.7 3.6 
    区画整理費等 7,153 9,871 6,898 2.7 3.5 2.4 
  住宅費 4,197 2,315 2,729 1.6 0.8 0.9 
消防費 10,291 9,899 11,200 3.8 3.5 3.9 
教育費 26,221 27,835 24,373 9.8 9.8 8.4 
 うち小学校費 6,378 6,595 4,703 2.4 2.3 1.6 
  中学校費 2,466 2,520 2,208 0.9 0.9 0.8 
  高等学校費 2,140 1,824 2,148 0.8 0.6 0.7 
  社会教育費 4,188 4,308 4,302 1.6 1.5 1.5 
  保健体育費 4,485 5,877 4,533 1.7 2.1 1.6 
   体育施設等 1,902 2,797 1,866 0.7 1.0 0.6 
   学校給食費 2,583 3,080 2,667 1.0 1.1 0.9 
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（４）政令指定都市の中での堺市財政の特徴 
2007 年度普通会計決算における財政諸指標からみた 18 政令指定都市の中での堺市財政の特
徴をみよう（表 10 参照）。 
財政力指数は普通交付税算定における基準財政収入額を基準財政需要額で除した値（指標と
しては当該年度までの３ケ年度の算術平均が使われる）である。基準財政収入額に算入される
のは、地方譲与税等の 100％と地方税（標準税率、普通税）の 75％である。地方税の 25％分は
留保財源と呼ばれ、基準財政需要額が想定している国が定めた「標準的行政」を超える自主的
 
表 10 政令指定都市の財政指標－2007 年度決算－ 
  財政力指 普通交付税算定基礎 経常収支 公債費負担 実質公債費 
  数（３ケ年 基準財政 基準財政 比率（％） 比率（％） 比率（％） 
  度平均） 需要額 収入額 度平均）     
名古屋市 1.02 181,045 191,686 101.1 19.6 14.1 
横浜市 0.98 158,502 157,999 98.5 18.8 20.6 
大阪市 0.93 217,859 213,188 106.0 20.1  11.8  
Ａ型平均 0.98 182,474 183,620 101.9 19.5  15.5  
福岡市 0.83 185,850 158,886 98.2 24.9  18.4  
京都府 0.72 199,283 151,448 103.2 17.9  12.9  
神戸市 0.69 203,010 149,971 102.0 26.8  17.1  
札幌市 0.68 177,803 124,422 99.5 19.7  10.8  
Ｂ型平均 0.73 190,622 144,486 100.7 22.3  14.8  
川崎市 1.06 153,246 165,488 97.6 20.1  16.3  
さいたま市 1.01 140,335 146,157 90.5 13.8  8.3  
千葉市 1.00 153,203 157,770 102.6 21.1  19.6  
浜松市 0.91 167,767 155,870 88.8 17.9  12.9  
静岡市 0.90 164,521 153,687 91.6 19.3  11.2  
仙台市 0.83 171,558 147,679 103.5 23.2  13.6  
堺市 0.80 162,621 132,224 97.0 15.2  7.1  
広島市 0.79 182,600 147,456 102.7 21.0  16.1  
岡山市 0.76 167,560 131,714 99.2 22.4  18.1  
北九州市 0.69 198,437 141,917 101.9 21.8  6.3  
新潟市 0.70 184,893 131,619 91.3 16.4  11.5  
Ｃ型平均 0.86 167,054 147,624 97.0 19.3  12.8  
平 均 0.85 184,786 165,739 98.6 20.0  13.7  
注：１）各財政指標の類型平均、大都市（政令指定都市平均）は算術平均、基準財政需要額・基準財
政収入額（年度末住民基本台帳人口１人当たり）は加重平均。 
  ２）経常収支比率は、分母から臨時財政対策債、減収補てん債を除いた計数。 
出所：総務省ホームペイジ「平成 19 年度決算状況」より作成。 





0.90 程度で 18 都市平均（0.85）を上回っているタイプ、③仙台市、堺市、広島市、岡山市、北
九州市、新潟市など 18 都市平均を下回っているタイプから成る。 
18 都市平均と比較すると、堺市の人口１人当たり基準財政需要額は 88.0％、基準財政収入額
は 79.8％となっている。人口密度が 18 都市で４番目に高い（表１参照）上に、大都市需要が
少ないために、行政コストは低い。それにもかかわらず財政力指数が低いのは、人口１人当た
り税収が少ないことによる。人口１人当たり個人住民税額をみると、前述した低い個人所得水
準を反映して、53,253 円と 18 都市の中で下から４番目に低く、8 万３千円台で１～２位の横浜






























の税収配分は、おおむね 60％対 40％から 55％対 45％に変更されたが、個人所得課税の移譲の
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